
（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省経営局保険監理官調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

94% 63% 84%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省経営局保険監理官調べ

食料安定供給特別会計農業再保険勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
農業保険法第10条等

主要政策・施策

達成度 ％

61,568

農業共済の引受量

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

農業共済再保険事業 担当部局庁 経営局 作成責任者

事業開始年度

補助、交付、その他

担当課室 保険監理官
保険監理官
小林　勝利

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

①農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済及び園芸施設共済の共済掛金国庫負担金（補助率：農業者が支払う共済掛金の一定割合（原則50％））の
農業共済組合連合会等への交付（補助率：定率）
②再保険金の農業共済組合連合会等への支払
③家畜共済損害防止事業交付金の農業共済組合連合会等への交付（補助率６／10）

-

58,959

- -

-

（農作物共済、畑作物共
済、果樹共済、園芸施設共
済）
引受面積見込に対する引
受面積実績の割合

-

千頭

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

57,979

-

55,348

昭和２２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

農業者が災害その他の不慮の事故（風水害、冷害等の自然災害、火災、病害虫、鳥獣害など）によって受けることのある損失を補塡して農業経営の安定を図
るため、農業保険法に基づく農業共済事業を推進する中で、国が再保険事業を実施し、大災害に備え、全国的な危険分散を図る。
（課題）

・農業共済の共済金が早期に支払われないと、自然災害等によって損失を受けた農業者の経営に支障をきたす。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

千ha
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 千ha

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

58,959 61,568 57,979 64,847 0

38,940 48,466

執行率（％） 94% 63% 84%

農業共済の引受量
（家畜共済）
引受頭数見込に対する引
受頭数実績の割合

成果実績 千頭

目標値

-

-

-

107 109 - -

4,975 -

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日 閣議決定）
農業競争力強化プログラム（平成28年11月29日　農林水産
業・地域の活力創造本部決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

99 100

2,070

2,060

2,064

-

-

-

-

64,847

関係する
計画、通知等

達成度

2,071

-

2,090

年度 年度-

- 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

5,003 5,228 - -

4,656 4,818 -

0

31年度当初予算

23,031

41,371

436

9

0

64,847

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

再保険金

農業共済組合連合会等交
付金

家畜共済損害防止事業交
付金

賠償償還及払戻金

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

６月下旬記載

６月下旬記載

６月下旬記載

６月下旬記載
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政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省経営局保険監理官調べ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省経営局保険監理官調べ

32年度
活動見込

- -

50,110 -

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

定量的な成果目標

計算式
百万円
　　/千戸

単位

％

評価対象事務を標準処理
期間内(30日)に処理した割
合
（30日以内に処理した件数
÷共済金支払件数）
（災害対策として継続的に
国が実施する事業であるた
め、目標年度は設定せず
毎年100％の達成を目指
す）

成果実績

目標値 ％

30年度

円

活動指標 単位

50,110当初見込み 百万円

％

計画開始時
30年度 31年度

水稲、麦について、共済金
が年内に支払われた農家
数の割合を１００％とする。

-

48,993/1,679 -

31年度活動見込

27,777 29,845

その他の品目（果樹、畑作
物等）について、評価対象
事務を標準処理期間内(30
日)に処理した割合を１０
０％とする。

-

％

年度

成果指標

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

活動実績

- -

％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

共済金が年内に支払われ
た農家数の割合
（年内に支払われた件数÷
共済金支払件数）
（災害対策として継続的に
国が実施する事業であるた
め、目標年度は設定せず
毎年100％の達成を目指
す）

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

-

単位

農業共済掛金の国庫負担額／各共済事業の引受戸数
合計

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

100100

単位 28年度

-

-

-

年度 年度

-

-

-

達成度

農業共済掛金の国庫負担額
百万円

28年度 29年度 30年度

50,073/1,804

29年度

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

①農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済及び園芸施設共済の共済掛金国庫負担金の農業共済組合連合会等への交付、②再保険金の農
業共済組合連合会等への支払、③家畜共済損害防止事業交付金の農業共済組合連合会等への交付を行うことにより、被災農業者の経営安定に寄
与する。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標最終年度

100 100 100 - -

年度

- 年度

年度

100 100 100 - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

100 100 100 - -

-

- -

100 100

28年度 29年度 30年度

100 100 100

100

-100

年度

31年度
活動見込

年度

-

50,110

中間目標 目標年度

50,110

50,073 48,993

28年度

28年度

実績値 - -

単位

-

施策 ⑥力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等

政策 ２農業の持続的な発展

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
1
8

６月下旬記載

６月下旬記載

６月下旬記載
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繰越はない

農林水産省

事業番号 事業名所管府省名

収入保険制度の実施0100

○

中間段階での支出は無い。

農業共済制度は、農業経営の安定を図る上で主要な役割を
担っており、制度の継続的な運営のためには、政府が、保険
母集団の確保や再保険等に取り組む必要がある。

○

評　価項　　目

我が国の農業は、風水害、冷害等の自然災害により、甚大
な被害を受けやすく、被災した農業者の損失を保険の仕組
みにより補塡する農業保険法に基づく農業共済制度は、農
業経営の安定を図る上で主要な役割を担っていることから、
国民や社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、被災した加入者へ早期に共済金支払が行われるように努める。

平成３０年度は、西日本豪雨、夏以降に襲来した台風等により、各地で農作物や園芸施設等に被害が発生した。
このような状況の中、目標どおりの引受を実施しており、大きな被害が発生すると見込まれる都度、農業共済団体に対し、迅速な損害評価の
実施、共済金の早期支払等について指導を行い、被災した加入者へ早期に共済金支払が行われるよう努めた。

○

○

本事業における施設や成果物はない。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

・農業保険法に基づき、品目別の保険として、自然災害によ
る収量減少等を補てんする「農業共済」と、品目の枠にとら
われず、自然災害による収量減少だけでなく、価格低下等も
含めた収入減少を補てんする「収入保険」の役割分担が図ら
れている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

農業保険法に基づき事業実施をしており、比較対象はない。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支出先については、農業保険法に基づき、農業共済団体及
び共済事業を実施する市町村に限定されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

農業共済制度は、農業保険法に基づき実施されている。農
業経営の安定を図る上で主要な役割を担っており、優先度
の高い事業である。

一般会計からの受入額は、農業保険法に基づき、農業者が
支払う共済掛金の一部に係る義務的な国庫負担金である。
当該共済掛金は、３年ごとに過去一定年間の被害率を基に
設定される共済掛金率と、近年の引受実績等に基づく補償
金額によって設定されており、実情に即したものとなっている
ため、単位当たりコストの水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

費目・使途については、農業保険法に基づき限定されてい
る。

農業共済の引受量に対する引受実績は、概ね目標を達成し
ている。また、水稲、麦の共済金が年内に支払われた農家
数の割合及びその他の品目（果樹、畑作物等）の評価対象
事務を標準処理期間内(30日)に処理した割合についても、
100％という目標を達成している。

○

費目・使途については、農業保険法に基づき限定されてい
る。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は、概ね見込みに見合ったものとなっている。
なお、農業者が災害の発生状況等を踏まえ自らの経営判断
により加入を決めるため、見込みと必ずしも一致するもので
はない。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

共済事故が少なく、再保険金を要することが少なかったた
め。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

農業保険法に基づき、受益者との負担関係は規定されてい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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( )

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 0101

0439 平成25年度 0102

平成26年度 0091 平成27年度 0088 平成28年度 0091

平成22年度 0220 平成23年度 0396 平成24年度

平成30年度 農林水産省 0099
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※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

○食料安定供給特別会計（農業共済再保険勘定）の資金の流れ

農業共済組合連合会等交付金※３ 農業共済組合連合会等交付金※３

【補助金等交付】 【補助金等交付】 【補助金等交付】 【補助金等交付】 【補助金等交付】

【補助金等交付】

Ｅ　農業共済組合等

291百万円
※１～３　共済掛金は、農業共済団体と政府の責任分担に応じて保有することとされており、政府の責
任分担が共済掛金の国庫負担分（共済掛金の一定割合（原則５割））より少ない場合には農業共済組
合連合会等交付金が生じ、多い場合には、納入再保険料が生ずる。

平成30年度支払額

48,466百万円

再保険金及び払戻金 家畜損害防止事業交付金 家畜損害防止事業交付金

Ａ　農業共済組合連合会及び
農業共済組合

35,565百万円

Ｂ　農業共済組合連合会

６月下旬記載

Ｃ　農業共済組合等

６月下旬記載

Ｄ　農業共済組合連合会

317百万円

F　農業共済組合

100百万円

積立金
農業共済再保険勘定

（農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済、園芸施設共済）

農業共済団体等 国（一般会計） 前年度繰越資金 雑収入

農業共済組合等に対する

保険金等の支払い

農業共済組合等の共済責

任を保険する事業（保険事

業）の実施

共済事業の実施
農業共済組合等に対する

損害防止の指示及び費用

の負担。

農業者に対する損害防止

の指示及び費用の負担。

国（特別会計）

15百万円
未経過再保険料、

支払備金

13,381百万円

掛金国庫負担金等※２

50,546百万円

納入再保険料※１

2,320百万円

※ 上記は、平成30年度予算額を記載、災害の発生が少ない場合には、

国が受け入れた再保険料は、特別会計に関する法律に基づき特別会計

内の積立金として経理する。

再保険金支払財源の不足が

見込まれる場合に取崩して繰

入れる。

農業者に対する損害防止

の指示及び費用の負担。
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A.農業共済組合連合会及び農業共済組合

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

使　途

B.農業共済組合連合会
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目

C.農業共済組合等 D.農業共済組合連合会

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途

計計 0

E.農業共済組合等 F. 農業共済組合

費　目

0

６月下旬記載 ６月下旬記載

６月下旬記載 ６月下旬記載

６月下旬記載 ６月下旬記載
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支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

9

5

4

8

7

6

1

10

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

2

3

法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

10

8

9

3

4

1

2

7

8

5

6

9

10

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

６月下旬記載

６月下旬記載

６月下旬記載
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D

E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

4

5

2

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

10

1

2

5

6

3

4

9

10

7

8

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

10

8

9

６月下旬記載
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